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（午後 ５時３０分 開会） 

○松原医療人材課長 それでは定刻になりましたので、ただいまから、平成２９年度第１

回東京都地域医療支援センター運営委員会を開会させていただきます。  

  本日は本当に年度末でお忙しい中お集まりいただきまして、ありがとうございます。

私は東京都福祉保健局の医療人材課長をしております松原と申します。どうぞよろしく

お願いいたします。  

  まず初めに、配付資料の確認をさせていただきます。資料でございますが、お手元に

資料１から資料１１までと、それから参考資料で１と２をご用意しております。議事の

都合でその都度確認させていただきますけれども、もし不足等ありましたら、その都度

申し出いただければと思います。  

  それから議事録の公開等についてのご確認ですけれども、本会議でございますが、東

京都地域医療支援センター運営委員会設置要綱第７の規定によりまして、原則公開とな

っております。ただ、委員のご発議によりまして、出席委員の過半数により議決したと

きには公開しないことができるというふうに規定をされております。  

  本日でございますが、原則どおり公開という形で進めさせていただければと思ってお

ります。ただ、一部資料につきまして奨学金の医師の個別の勤務先の病院名を掲載して

いる資料がございますので、こちらにつきましては申しわけございませんが、終了後の

回収とさせていただければと思っておりますが、よろしいでしょうか。ありがとうござ

います。それでは、そのようにさせていただきます。  

  本運営委員会につきましては、お手元資料１、東京都地域医療支援センター運営委員

会設置要綱第４にございますとおり、任期が２年ということでございまして、このたび

平成２９年５月に委員の改選ということになりまして、改めまして今回委員改選後の初

めての委員会ということで、委員の皆様をご紹介させていただきます。  

  お手元の資料２の委員名簿をごらんください。名簿の順にご紹介をさせていただきま

す。  

  まず、順天堂大学大学院医学研究科教授、内藤俊夫委員でございます。  

○内藤委員 よろしくお願いします。  

○松原医療人材課長 杏林大学医学部医学教育学准教授、冨田泰彦委員でございます。  

○冨田委員 はい、よろしくお願いいたします。  

○松原医療人材課長 東京慈恵会医科大学教育センター教授、福島統委員でございます。  

○福島委員 よろしくお願いします。  

○松原医療人材課長 東京都医師会理事、橋本雄幸委員でございます。  

○橋本委員 橋本です。どうぞよろしくお願いします。  

○松原医療人材課長 東京医師アカデミー顧問、古賀信憲委員でございます。  

○古賀委員 古賀でございます。よろしくお願いいたします。  

○松原医療人材課長 千代田区地域保健担当部長兼保健所長、田中敦子委員でございます。  
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○田中委員 田中でございます。よろしくお願いいたします。  

○松原医療人材課長 奥多摩町福祉保健課長、清水信行委員でございます。  

○清水委員 清水でございます。よろしくお願いいたします。  

○松原医療人材課長 なお、内野寛香委員におかれましては、所用により本日ご欠席との

ご連絡を頂戴しております。また今般、東京都における附属機関等の取り扱い等の見直

しが行われまして、要綱が改正となっておりまして、東京都の職員は委員ではなく、事

務局として参加をさせていただくことになりましたので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。  

  それではここで委員改選に伴いまして、委員長の選任を行っていただきたいと思いま

す。委員会設置要綱第５に基づきまして、委員長は福祉保健局長が指名することとなっ

ております。委員長でございますが、東京都の地域医療に長年携わられていらっしゃい

まして、現在は東京医師アカデミー顧問として地域医療に貢献する医師を育て、送り出

すというご立場でご活躍をされていらっしゃいます、また東京都の島しょの医療にも非

常に精通していらっしゃるということで、古賀委員にお願いしたいと考えておりますが、

いかがでしょうか。  

（異議なし）  

○松原医療人材課長 ありがとうございます。それでは古賀委員に委員長に就任をお願い

したいということで決定いたしました。  

  それでは古賀委員長、一言ご挨拶をお願いいたします。  

○古賀委員長  委員長に選任されました古賀でございます。今回初めての参加になること

になりまして、しかも委員長ということで非常に重責を感じているところでございます。  

  初めてですので、ちょっと自己紹介だけさせていただきたいと思いますが、私は３２

年間都立病院に勤めておりまして、平成２５年墨東病院の院長を最後に退任しておりま

す。その後、福祉保健局等で島しょ医療・へき地関係の委員会、それから消防庁の救急

医療関係に携わっておりまして、今はここの団体名のところ、職名にもありますように、

東京都の病院経営本部で都立病院、公社病院で専門研修医を育てている組織がございま

す、東京医師アカデミーという、そこの顧問として仕事をしておりまして、東京都の医

師の育成、そして確保等に関わってると、そんなところから今回委員長に選ばれたこと

もございます。  

  精通してるというような言葉もございましたけど、現役を離れておりますし、なかな

かわからないことも多いと思います。ただ、この東京都の地域医療支援センターにつき

ましては、都の奨学金を貸与した学生中心に将来の東京都の地域医療を支える医師を育

成する、あるいはきめ細かなキャリアアップの支援、そういったようなところで非常に

充実してきているということも少し過去の議事録等を読ませていただきましたけれど、

そんなところで少しでもお役に立てればというようなところでございます。  

  まだまだ東京都においては安定して医師の育成確保、キャリアの形成、そういったと
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ころが不十分なところもございます。医療環境も変わってきておりますので、その中で

いかに情報を収集しながら、さらに医師の資質等を高めていくか、そういったようなこ

とで引き続き検討を続けていかなければならないと思っておりますので、ぜひ皆様の協

力を頂戴しながら、なれないところではございますが、この委員会を進めていければと

思っておりますので、ぜひよろしくお願いいたします。  

  また本当に議事録を見ていますと活発な意見討論をされておりますので、本日もいろ

いろな意見をいただけると思いますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。  

○松原医療人材課長 ありがとうございました。それでは次に要綱第５に基づきまして、

副委員長の選任をさせていただきたいと思っております。副委員長でございますが、委

員長が指名することとなっておりますので、古賀委員長いかがいたしましょうか。  

○古賀委員長  はい。それでは副委員長には、センターの運営に関する委員会ということ

ですので、公平な立場でなければならないということ、そして地域の医療に携わってる

という立場から、東京都医師会の橋本委員にお願いしたいと考えております。いかがで

しょうか。  

（異議なし）  

○松原医療人材課長 ありがとうございます。  

  それでは橋本委員、一言ご挨拶をお願いできればと思います。  

○橋本副委員長 副委員長にご推薦いただきました橋本でございます。私は港区で開業し

てまして、医師会歴は実はあんまり長くなくて、簡単にご挨拶申し上げると慈恵の外科

の医局に２０年いまして、それからすぐ港区で開業しまして、まだ勤務医の時間のほう

が長いということで、どちらかというと勤務医よりのメンタリティを持っているという

のが特徴だと思いますので、医局制度が懐かしいなと、そういうふうに思っている次第

であります。  

  東京都医師会では実はあんまり担当ではなかったんですが、医師の偏在とか診療科の

偏在というのは、古くから私の中で問題として沸々と思っていたことなので、今回は私

から会長に立候補して委員になったと、それだけ気持ちが前向きであるというふうに思

っていただきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。  

○松原医療人材課長 ありがとうございました。  

  それでは早速ですが、議事を進めさせていただきます。以降の進行につきましては、

古賀委員長にお願いいたします。  

○古賀委員長  大変心強い副会長が隣にいてくださるので、安心して会が進められると思

います。それではきょうは議事が一つ、報告事項が七つということでございますが、早

速議事、東京都の地域医療医師奨学金キャリア形成支援ということで、事務局のほうか

ら説明をお願いしたいと思います。  

○土屋課長代理 それでは、私から説明させていただきます、地域医療支援センター担当

課長代理をしております土屋でございます。  
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  資料につきまして、まず資料３から説明をさせていただきたいと思いますので、ごら

んいただければと思います。  

  東京都地域医療医師奨学金事業につきましては、将来東京都の地域医療に貢献してい

ただくことを約束に、医学部生に奨学金を貸与するものとなってございます。キャリア

形成支援につきましては、将来都内の指定された医療機関で小児、周産期、救急、へき

地の医療に従事していただくことになりますので、早くからの意識の醸成と、長期にわ

たりルールを守っていただくための支援をするものとして、実施をしているところでご

ざいます。  

  まず２９年度の東京都地域医療奨学金のキャリア形成支援のプログラムの実施状況で

ございます。こちらは昨年度末に開催いたしました運営委員会でご了解をいただいて実

施をしたもののご報告でございます。  

  まず初めに、へき地医療研修でございますけれども、こちらはまず東京都の地域医療、

へき地医療を知ってもらうための研修といたしまして、特別貸与、地域枠の１年生と、

一般貸与、５年生の全員に対して研修をしております。特別貸与につきましては三宅村

で、一般貸与につきましては新島村におきまして、役場の皆様、診療所の皆様のご協力

のもと、実施をさせていただきました。  

  研修生からは右下にございますけれども、将来へき地医療に従事したい気持ちが強く

なったですとか、機材の充実に驚いた、また大きな責任を持って島の医療に従事してい

るということが印象に残ったといった感想をいただきました。  

  なお、左下にございます自治医科大学・地域枠合同研修につきましては、自治医科大

学の研修に合流する形で実施をしておりますけれども、特別枠について声かけは行いま

したけれども、今年度は参加がございませんでした。  

  続きまして右側に移りまして、地域医療に関する講義・ワークショップでございます。

こちらは地域枠の３大学、持ち回りで実施をしていただいてるもので、今回は２巡目の

第１回ということで東京慈恵会医科大学さんに実施していただいたところです。特別貸

与の３年生全員にお声をかけまして、研修内容としては福島先生にご考案をいただいて、

小児・救急医療で実際活躍されている先生方のご講演ですとか、グループ討論、また病

院見学、最後は東京都との質疑応答といった形でさせていただきました。  

  研修生からは、考え直すいい機会となった、また、他大学の地域枠の方と意見交換が

できて刺激となった、また、東京都の職員から話を聞いて制度の理解が深まったといっ

た声を聞くことができました。  

  続きまして、資料３の２／２をごらんください。まず左の指定医療機関見学会でござ

います。こちらは将来実際に働く可能性のある市中病院の見学でございます。５年生の

春休みの期間を活用して、希望者を募って実施をするもので、今回小児医療、周産期医

療、または救急医療分野について、東京都医師会の推薦等をいただきながら実施をさせ

ていただきました。  
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指定医療機関見学会につきましては、賛育会病院さん、こちらは昨年度に引き続き実

施をさせていただきました。またその他、多摩総合医療センター、町田市民病院さんに

もご協力をいただいて実施をしたところです。各科２名の人数で少ないことから、１日

実習形式という形で実施をさせていただきました。研修生からは、大学病院とは違った

雰囲気で非常に勉強になったという声をいただきました。  

  続きまして右側、医師奨学金指定勤務等説明会でございます。こちらは６年生の全員

に対して実施をしておりまして、医学部を卒業して、いよいよ初期臨床研修、指定勤務

に従事するに当たっての東京都からの今後していただく事務手続や、また制度上の勤務

の留意点などを説明するものでございます。  

  またあわせて、市中病院の紹介をする機会といたしまして、都立大塚病院を研修会場

として実施をしました。都からの説明のほか、周産期、小児分野の先生にご講演をいた

だくなどを行いました。研修生からは、その分野に興味が非常に湧いたですとか、キャ

リアについてもう一度考えるよいきっかけになったという声をいただきました。  

  最後に右下でございます。こちらキャリア相談会でございますけれども、当初の予定

としては、初期臨床研修２年目の希望者を対象とした、今後の勤務に当たっての個別相

談会として予定しておりましたものを、新たな専門医制度が開始することがありますの

で、奨学金制度の整合をとりながらの勤務について、再度説明をさせていただく機会と

して、また奨学金の取り扱いについて一部見直しを行いましたので、それの周知の機会

として、皆さんをお呼びしまして実施をしたものとなってございます。多くの方に参加

をいただけますように、研修場所としては初期臨床研修病院をお借りできるところはお

借りして、またちょっと時間がなかったこともございますので、順天堂大学さんについ

ては都庁で実施をさせていただいたところです。なお、一般貸与については、それぞれ

の大学病院に勤めていることがありますので、都庁で一括して実施をさせていただきま

した。  

  以上が今年度のご報告となります。  

  続きまして、資料４をごらんください。こちらが今回ご審議いただきたい、平成３０

年度の東京都地域医療医師奨学金キャリア形成支援プログラムの事務局の案でございま

す。今年度の実施を踏まえて、ご提示をさせていただきますので、この後ご意見等をい

ただき、ご了解がいただけましたら、この内容で実施をさせていただきたいと思います。  

  内容につきましては、おおむね今年度と同様のものとなっておりまして、へき地医療

研修につきましては、特別枠の１年生全員とまた５年生の希望する方に行う予定となっ

てございます。  

  ２番目、右上ですけれども、地域医療に関する講義・ワークショップにつきましては、

特別枠３年生全員に対して、来年度については順番として杏林大学さんにお願いをした

いと考えてございます。研修内容につきましては、冨田先生等と相談しながら決定をし

ていきたいと考えてございます。  
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  三つ目の指定医療機関の見学ですけれども、こちらも場所については医師会さん、橋

本委員とご相談を差し上げながら、小児、周産期、救急医療が見える市中病院で実施で

きるように調整してまいりたいと思います。  

  ４番目、都の医療施策に関する講義・指定勤務説明会ですけれども、こちらも特別、

一般全員に対して、卒業後の指定勤務の説明と市中病院の現役の先生のお話を聞く機会

として実施をしたいと考えてございます。  

  ５番目、キャリア相談会につきましては、今年度個別相談会に変えて実施をしたもの

について、来年度も引き続き実施をしたいと考えてございます。卒後１年目、最後の時

期、３月ごろに、初期臨床研修後のキャリアプランについて、奨学金の留意点などを説

明する場としていきたいと考えてございます。実施場所につきましては、対象者が参加

しやすい形で各大学などと相談しながら、検討をしていきたいと考えてございます。  

  こちら資料４について、ご意見等等をいただければと存じてます。  

  なお、キャリア形成支援にあわせまして、１点ご報告といたしまして、資料５をごら

んください。特別貸与奨学金被貸与者へのキャリア形成支援について、初期臨床研修の

部分でございます。昨年度の委員会の中でもご報告させていただきましたけれども、初

期臨床研修においては、地域医療研修が１カ月必須となっております。一方で地域枠の

初期臨床研修については、都内で実施していただかなければならないこととなってござ

います。そこで奨学金の被貸与者が希望する場合に都内のへき地で研修できるように、

都として各大学と調整をしてきたところです。  

  右側上に移りまして、平成２９年度につきましては、杏林大学さんに三宅村国民健康

保険直営中央診療所を協力施設として登録していただきまして、２名が研修を実施する

ことができました。  

  また３０年度につきましては、杏林大学で５名、東京慈恵会医科大学で２名、それぞ

れ三宅村、奥多摩町において、研修を実施していただく予定となってございます。なお、

順天堂大学におきましては、既に大島医療センター、新島本村診療所等が協力施設とな

っているため、独自に実施の予定ということで伺っております。  

  一番下に移りまして、今後も引き続き将来へき地での勤務を希望する方が、できるだ

け都内のへき地で研修できるように、皆様と調整していきたいと考えてございます。  

  以上で、私からの説明は終わります。  

○古賀委員長  ありがとうございました。  

  キャリア形成支援プログラム等の報告でございましたが、まず２９年度の支援プログ

ラムの実施状況について、何かご意見、ご質問はございますでしょうか。  

  慈恵の福島先生、今回いろいろお力をいただいたんですが、何か問題点等がございま

したら。  

○福島委員 問題点というか、３年生なので、まだ宙ぶらりんの状態ですから、いいこと

だと思います。やはり真ん中のところで、３大学集まることはすごいいいことだと思っ
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ていまして、そういう効果は十分あるなと思っています。  

○古賀委員長  ありがとうございました。実施内容に関しては特に変更等をする必要があ

るようなところは。  

○福島委員 これはどうしても周産期と小児と救急と先生を選んで、威勢のいい話をして

いただける人のほうが、聞いてるほうが喜びますので。あとはやっぱりいろいろ何か不

安に思うことがあるので、最後の東京都と大学教職員との質疑応答というのは非常に大

事だなと思っております。  

○古賀委員長  ありがとうございました。アンケートの内容も非常に効果があるような意

見が出ておりますので、今後とも引き続きよろしくお願いいたします。  

  そして来年度の３０年度、資料４になりますが、来年度のキャリア形成支援プログラ

ムについては、今の報告の中で何かご意見、あるいは質問等はございますでしょうか。  

  大きな変更点はないということですが、改めてこういったことが必要ではないか、あ

るいはこれは省いてもいいんじゃないか、そんなようなご意見がございましたらと思い

ますが。  

  冨田委員、３年生対象の研修を今回されるということが初めてなんですが、何かご意

見はございますでしょうか。  

○冨田委員 以前、私もこの会を２年前ぐらいでしたか、担当させていただいたので、大

体内容としては一度経験がありますので、それに合わせた形でこちらをプランニングし

ていこうと思っております。  

○古賀委員長  ありがとうございます。  

  ほかはいかがでしょうか。  

  特にご意見なければ、この形で皆様にご承諾いただくということになりますが、よろ

しいでしょうか。では事務局、そういうことで来年度のキャリア形成支援プログラム、

この案に沿って実施していくということで、よろしくお願いいたします。  

  初期臨床研修のキャリア形成支援のことについては、何かございますか。特別にこれ

でそのまま、都内のへき地でできるだけ研修できるように、いろいろ工夫をしていただ

くということで、できるだけ奨学金をもらっているドクターに頑張っていただくと。よ

ろしいでしょうかね。  

  はい、ありがとうございました。それでは、次に進めさせていただきます。  

  次は報告事項になります。初めに東京都の地域医療医師奨学金について、事務局から

報告をお願いいたします。  

○松原医療人材課長 それでは資料６をごらんください。奨学金の被貸与者の状況につい

てご報告をさせていただきます。資料６の別紙２枚目についておりますが、こちらは先

ほど申し上げましたとおり、具体的な勤務先病院名が記してございますので、こちらに

つきましては委員会の終了後、回収をさせていただきたいと思っております。どうぞよ

ろしくお願いいたします。  
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  それでは資料６ですけれども、この奨学金でございますが、ご案内のとおり特別貸与

奨学金と一般貸与奨学金、二つの制度がございます。特別貸与奨学金のほうは順天堂大

学、杏林大学、東京慈恵会医科大学の三つの大学の学生さんにつきまして、入学時から

卒業までの間、奨学金を貸与するものでございます。  

  また、一般貸与奨学金につきましては、都内の１３の医学部に在学する５、６年生を

対象に、奨学金を貸与しているというものでございます。それぞれ貸与期間の１．５倍、

特別貸与であれば、初期研修を含む９年間、一般貸与ですと初期研修を除く３年間、都

が指定する医療機関で勤務した場合に、奨学金の返還を免除するというものになってお

ります。  

  資料の左側でございますけれども、特別貸与奨学金地域枠について、まず記載をして

ございます。被貸与者数でございますが、平成２９年度現在で１９４名ということで、

かなりふえてきたなという感じでございます。平成３０年度の入学生につきましても、

新たに２５名の奨学金貸与者を決定しております。  

  ２番目の枠にございますけれども、一部重複計上ということではございますが、希望

の分野を見ますと、小児医療が８８名で最も多くなっておりまして、以下周産期医療が

５９名、救急医療が４３名、へき地医療が２３名というような状況になっております。  

  左下のほうに行きまして、この事業、２１年度のスタートだというところでございま

すが、本年４月をもちまして、本事業の第１期生となる順天堂大学の出身の５名の方が

現場で２年目、そして第２期生の順天堂大学と杏林大学の出身者の方が１２名というこ

とで、計１７名の方がそれぞれの病院で勤務を開始される予定となっております。こち

らの具体的な内容が、勤務先が別紙というところで書いてございますので、こちらはご

らんいただければと思います。このような別紙の状況になっております。  

  右側に移りまして、一般枠のほうでございます。被貸与者数ですが、平成２９年度現

在で合計５５名という状況でございます。従事の希望分野につきましては、小児医療が

１１名、周産期医療が８名、救急医療が５名、へき地は残念ながら０ということで現状

はなっております。  

  一番下に参りまして、４月からの勤務予定でございますが、就業の分野別に見ますと、

小児医療が１１名、周産期が１０名、救急医療が５名、へき地医療が１名ということで

ございます。このへき地医療の１名の方につきましては、救急医療を希望していらっし

ゃる方が１年間島しょでの勤務を行う予定ということで、このような状況になっている

ということでございます。こちらにつきましても別紙に勤務先の予定が書いてございま

すので、ごらんいただければと思います。  

  簡単ですが、以上でございます。  

○古賀委員長  ありがとうございました。  

  ただいまの報告でございますけれども、何か疑問点、ご意見、ご質問はございますで

しょうか。  
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○内藤委員 へき地に行く人間が非常に少ない状況なんですけれども、これは今後我々の

立場としては、へき地へ誘導したほうがいいのか、本当にこういう方針で、このままで

いいのかどうかというのは、どうなんですかね。  

○古賀委員長  いかがでしょうか、事務局。  

○田口医療調整担当課長  へき地医療につきましては、従前からも学生さんたちにもお話

しさせてもらっているんですけれども、へき地は常時医師不足ではあるんですけれども、

一方で東京のへき地の医師の定員の数が離島、島しょと、奥多摩・檜原、合わせまして

４０名ぐらいなんですね。その中でさらに大学病院などから派遣を合計で十数名をお願

いしてるというようなところで、不足数というか、パイとしては非常に実は少ないとい

うのがあります。  

  ただ、一人欠けても非常に困ってしまうというところなので、必ず１００パーセント

対応させなければ難しいというところがあるんですけれども、じゃあ何十人も来たらど

うかというと、実は何十人も勤め場所もないというのが、一人欠けるのも困るけども、

何十人も困るという、そういうちょっと難しいところになります。なので、毎年２５名

いらっしゃいますので、その２５名の方の、例えば半分選ぶとか、そういうふうになっ

ても実は行くところがないと。この制度上は行くところがなかった場合は、ほかの分野

を選択していただきますということにお話しさせてもらっているので、このへき地の場

合はですね。なので、見せていただくと大体希望の、臨床研修１年目の特別貸与の１年

目のへき地というところだけが１０というのが突出してるんですが、先ほどご説明した

キャリア相談会というのをこの間させていただいて、いろんな誤解もあったというとこ

ろで、専門医制度との兼ね合いでちょっと誤解もあったということがあって、へき地の

希望が多かったということがあるんですけれども、おおむねその学年を除きますと、こ

のくらいの人数というか、これより大幅に少なくてもふやす必要が今のところ、ほかの

大学病院から今度は派遣していただいてるところがなくなったとか、そういう状況が起

きない限りにおいては、この希望者数より大幅にふえてほしいというところはないとい

うのが現状でございます。  

○古賀委員長  ありがとうございました。  

  へき地医療対策協議会の中でも、毎年医師派遣のことについて話しているんですが、

やはり急に欠ける、あるいは学会その他で上京する、そのときの支援をどうするかとい

うようなところが中心で、診療所の医者の定数をふやせばいいということではないので、

その辺が非常に難しいところですが、都立病院ほか、大学病院の応援を得ながら、代診

という形の制度をうまく使って何とか動いてはいます。  

  ですから、そういった制度上の問題もまた今後の検討の中身になってくるのではない

かと思いますが、今、担当課長からありましたように、一応は今足りてると、そんなに

積極的に島の援助ということでは、逆に島のほうがパンクしてしまうというようなこと

もあります。新制度でも指導医の問題もございますので、やたらめったに島へ地域研修
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に行けばいいというものでもないというようなところで、なかなか難しいところもござ

います。  

  ほか、ご意見はどうでしょうか。  

○田中委員 すみません。ちょっと聞き漏らしたかもしれないんですが、特別貸与のほう

の３年目でへき地に行かれる方は、どこに行かれるのかということと、あとすごい基本

的な質問で恐縮なんですけど、医師３年目、４年目の方というのは、それぞれ何かしら

の専門医のルートに乗っているという認識でよろしいんでしょうか。  

○古賀委員長  事務局のほうでわかりますでしょうか。  

○田口医療調整担当課長 このへき地医療の１名、特別貸与の３年目の１名というのは、

へき地医療を選んで、実は、清水委員がご出席ですけども、奥多摩病院で持ってる総合

診療のプログラムのほうに応募されたということなんですけれども、実は初年度の研修

が連携施設として、練馬光が丘病院のほうで総合診療のいわゆる内科のほうの研修とか

やることになっておりまして、多分最初からへき地のところ勤務ではなくて、そちらの

ほうの勤務だということで、プログラムの基幹施設と違うところに行くということで、

ここに名前を入れてないんですけども、そういうことで奥多摩のほうにいずれは行かれ

るということで、大学としては杏林大学の卒業生になります。  

○古賀委員長  あと３年目、４年目は一応専門医のほうへ進んでるわけですね。シニアレ

ジデントとして。  

○田口医療調整担当課長 ほかのシニアですか。ほかのシニアも若干登録しなかったとい

う方もいらっしゃるんですけれども、ほとんどの方は登録しています。何人だろう。１

２人。一般もいる。  

○古賀委員長  医師３年目、４年目というのは、ことしの３月ですから、来年は４年目、

５年目になる先生ですよね。ということは、既に専門研修は始めてる先生ですよね。  

○土屋課長代理 ３０年度の就業予定分野のところの医師３年目、４年目というのが、新

年度としての３年目、４年目ということになりますので、新制度として医師３年目の方

が専門プログラムを受ける方もいらっしゃるという読み方になります。  

  専門研修プログラムについては、義務ではないというところがあるので、行かれる方

と行かれない方というのはいらっしゃいます。  

○田中委員 結構ほとんどの人が行くということですか。  

○土屋課長代理 そうですね。  

○古賀委員長 医師何年目というのがちょっとわかりづらくなっているのかもしれないん

ですが、左の一番下の３０年度就業予定分野の医師３年目というのは、新専門医制度で

すよね。  

○成田医療改革推進担当部長 そうです。  

○古賀委員長  医師４年目はもう既に専門医のプログラムというか、シニアレジデントに

なっている。医師３年目の１２人は、新専門医制度ですので、先ほどの担当課長からあ
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りましたように、へき地に行って、実は奥多摩にいないというのは連携病院から研修を

始めてしまうからという意味合いだと思いますが、おわかりいただけたでしょうか。  

○田口医療調整担当課長 新たな専門医で今度の年度から入られるのが、すみません、私、

すぐ横、３年目と４年目で１２と思って見てしまってですね。一般の５名と特別の１２

名の方が今度新たな専門医に入られて、１名入られないという方がいるんですけども、

ほとんどの方は専門医プログラムのほうに登録はしてるということです。  

○古賀委員長  わかりました。要するに一番上のグラフの特別、一般の臨床研修２年目の

人が、新専門医制度に今度入るということですね。  

○田口医療調整担当課長  そうです。３月現在で、医師３年目って書いてしまったので、

申しわけございません。  

○古賀委員長  ちょっと見にくい誤解があったかもしれませんが、おわかりいただけたで

しょうか。大丈夫でしょうか。ほかにご意見、ご質問はございますか。  

○橋本副委員長 ちょっといいですか。制度のことになっちゃうんですが、特別貸与の学

生さんたちの希望分野の調査ですよね。これって、全く学生さんの希望に添った数でず

っと行くんでしょうか。先ほど内藤委員からのご質問もあったんですが、もう初めから

入学する時点で小児は小児と選んだら、ずっと小児ということなんですか。途中で希望

が変わる人とか。  

○田口医療調整担当課長 変わる人は当然おられまして、この４領域のどれかに従事すれ

ばよいということで、入学をそもそもしておりますので、学年が進むにつれて希望が変

わってくる、あるいは臨床実習をしたら別のほうに興味が出たという方で変えるという

方もおります。この中で変わる分には、特に制限はしておりませんので。  

  一方で、各分野ごとの人数の制限もかけていないので、それで小児は割とコンスタン

トに多いんですけれども、周産期が例えば多い学年とか、救急のほうが多い学年とか、

そういうのは学年によってばらつきがあるという状況です。  

○橋本副委員長 小児とか周産期って一くくりだけど、小児だったら本当に新生児とか、

そういうところに需要がある。周産期だって本当にお産の救急とか、そういうのに興味

を持ってくれる人が欲しいわけで、そういうことは当然卒業してから変わってくことと

いうか、小児科も一般の小児を選んでしまう人が多かったら、かえって小児科医をつく

り過ぎちゃうという危険があるんじゃないのかなと思うんですけど、いかがでしょうか。  

○田口医療調整担当課長  特に先生がご指摘のとおり、小児科よりもやっぱり新生児のほ

うがというような部分もあると思うんですけども、新生児というふうにはっきりおっし

ゃっている方は周産期のほうに分類されておりまして、ただ当然専門医プログラムとし

ては新生児のほうは２階建てのほうの分類になるかと思いますので、基本領域としては

どこに入ったかというと小児の専門医プログラムにまず入るということになるので、小

児だと思うんですけども、新生児ってはっきりおっしゃっている方は、数は周産期、産

科と新生児科のほうが周産期というほうに分類されてます。  
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○古賀委員長  ありがとうございました。  

  また後でも議論になると思うんですけど、今度新専門医制度になりますと、卒業して

一つ専門医を選んでしまいますと、そう簡単に変えられないという問題がまた出てきま

すので、学生のうちはあちこち変えられるということもあると思います。また東京都の

医療情勢にあわせて、この辺の数の調整とかもしていかなくてはならないようなところ

も、またご議論いただくことになるときが来るかもしれませんので、そのときはまたよ

ろしくお願いしたいと思います。  

  それでは、報告の次に参りたいと思います。新たな専門医の仕組みについての対応と

いうところでよろしくお願いいたします。  

○田口医療調整担当課長 それでは私のほうから、資料７をごらんください。  

  新たな専門医の仕組みにつきましては、昨年度の運営委員会におきまして、奨学金被

貸与者の専門医取得に関して一定の配慮を行うよう、都として検討していくということ

について、ご了解をいただいたところです。その配慮の具体的な内容について、都にお

ける取り扱いを見直しいたしましたので、ご説明させていただきます。先ほどお話させ

ていただきましたキャリア相談会では、実は対象の方には既にこのとおりご説明させて

いただいております。  

  資料の上段をごらんください。これは皆様もご存じと思うんですけども、来年度から

始まる専門医制度については、従来のカリキュラム制からプログラム制に変更になると

いうことが、大きな変更点の一つとなっております。専門医取得を目指す医師である専

攻医は、プログラムの基幹施設と連携施設をローテートしながら研修をするということ

になります。  

  一方で都の奨学金の制度は一定期間、指定の領域で都が指定する医療機関において勤

務することを条件に、奨学金の返還を免除するものとなっております。奨学金の被貸与

者がこの条件を守るために、プログラムによってはその条件に合わないものも多くある

ことから、選択肢がかなり限定されてしまうということが考えられました。昨年度の運

営委員会でお伝えした調査でも、例えば産婦人科では１カ月以上の地域医療の研修が必

須というふうにされている中で、都内プログラムの約半数が都外での勤務を必須として

いるということがわかりました。また３０年度のプログラムでも、都内で地域研修の要

件を満たす２３区外の地域、これは産婦人科では２３区外は地域研修の範囲に入ってい

るんですけども、２３区外のところに連携施設を持たないというプログラムがあると、

東京都内で２３区外、つまり多摩地域ですけども、多摩地域に連携施設を持たないとい

うプログラムも存在しているという状況でした。そこで、奨学金の取り扱いについて、

制度の趣旨を外れないという条件の中で、見直しを行いました。  

  資料の下段になります。まず、課題１といたしましては、専門研修プログラムで指定

医療機関以外、これは東京都の指定する医療機関ですね。指定医療機関以外の都内の病

院で研修をする場合、特別貸与奨学金では現行の制度においても、２年半は指定勤務と
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してカウントできるというようなルールになっているんですけども、一般貸与の奨学金

につきましては、奨学金の返還の免除の条件から外れてしまう、指定医療機関で勤務す

ることが許されていないということになります。これについては、プログラムの中で必

須となっている場合に限り、やむを得ない理由として猶予期間というふうにみなすこと

としようと考えております。  

  次に課題２ですけども、診療所で研修するということが必須になっているプログラム

の場合ですけども、特別貸与奨学金でも一般貸与奨学金でも、今までは診療所での研修

は対象外というふうになっておりました。これについても、プログラムで必須とされて

いる場合には、やむを得ない理由として猶予期間というふうにみなすという制度の見直

しを行いたいと思います。  

  次に課題の３ですけども、都外の医療機関が入っている場合ですが、そもそも都の奨

学金ということで、都外の勤務は一切だめということになっていたんですけども、これ

もプログラムで必須の場合は、やむを得ない理由として猶予期間としたいと思います。  

  なお、このやむを得ないという理由による猶予期間についてですが、育児休業や病気

休業を一般的には考えておりました。これと合算して３年以内というふうな制限になり

ます。育児休業や病気休業とあわせて、このやむを得ない理由で３年以内というふうに

させていただきたいと思います。また指定勤務をした期間には、このやむを得ない理由

で研修を行った部分については、指定勤務には含まれないということになりますので、

その分いわゆる義務年限というのは後ろに延びるということになります。これは育児休

業や病気休業も同様に、義務年限は後ろに延びるという扱いになりますので、それと同

様な扱いということになります。  

  次に課題の４についてですけども、指定分野以外の診療科での研修が必須となってい

た場合はどうかということなんですけども、小児、周産期、救急、へき地ということな

んですけども、例えば産婦人科の研修における婦人科の研修は周産期とは言えないかと

思うんですけども、これをどうするかという問題になります。これについては専門医を

取得するために必須とされているということは、その科の専門医になるためには必ず必

要だということでもあるというふうに考えまして、短期間であれば指定勤務の範囲内と

いうことで、やむを得ない範囲の猶予期間ではなくて、指定勤務の範囲内というふうに

みなしたいと思います。  

  ただし、３カ月程度ということで幅を持たせてはありますが、例えば将来、婦人科専

攻する目的で婦人科単独で１年間希望するとか、そういう研修は認めない予定にしてお

ります。あくまでプログラムで必修とされている最短の期間であれば、例えば救急領域

の麻酔科とか、そういうものも認めていくというふうにしたいと思っております。  

  なお、いずれの場合においても、被貸与者からの事前相談を前提として、都が確認し

た上で個別に対応していくこととさせていただきます。また、専門医制度自体がこれか

らということもありますので、今後そのほかに特別な事情が生じた場合、制度がまた変
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わっていくということも考えられますので、そういう新しい場合が出てきた場合にも、

別途検討して対応させていただきたいと思います。  

  説明は以上になります。  

○古賀委員長  ありがとうございました。  

  新たな専門医制度はいろんな点で指摘を受けているような部分もございますが、それ

に対応できるような形で奨学金制度のほうを見直していくというふうに、課題の１から

４に対して対応の１から４ということなんですが、ご意見、ご質問はございますでしょ

うか。  

○内藤委員 総合診療の専門医の内科１年間は、猶予期間になるんですか。  

○田口医療調整担当課長  課題１のところの対応１の、２年半以内であれば、指定勤務と

して勤務可能というところになります。へき地を選んだ場合、総合診療専門医のプログ

ラムが問題ではなくて、へき地医療を選んだということがキーになりまして、へき地医

療を選ぶということで、総合診療専門医のプログラムに入られた方の場合には２年半以

内であれば、へき地の場合は自己の診療科に２年半以内勤務してよい、一方で４年半以

上へき地医療に勤務しなきゃいけないという縛りになりますので、そこで対応ができる

ということになります。  

○内藤委員 質問は、うちの人みたいな救急医療を分野として選んでおいて、そこで総合

診療の専門医をとりたいという人間がいるんですけども、その場合は内科１年間をどこ

かでやらなきゃいけないわけですよね。その１年間というのは、例えばこの周産期領域

における婦人科とかと同じような扱いで、課題３に当てはまるのかどうかというところ

をお聞きしたいんですけども。  

○田口医療調整担当課長  今のところ、これは救急医療を選ぶということは、イコール救

急科の専門医というふうに考えておりますので、救急医療を選びますという方は救急科

の専門医のプログラムの中で必須とされている場合には、やむを得ない理由にみなす、

あるいは短期間であれば指定勤務とみなす対応４とか、そういう対応ができるというふ

うに考えておりますので、救急を選んで総合診療専門医を目指すというのは、想定が今

のところはないということになります。  

○橋本副委員長 現実にそういうことってできるんですか。  

○内藤委員 要するに彼が何を希望してるかというと、１個の科に決められない人間とい

うのがいるんですね。やっぱり例えば３年間救急をやって、へき地を１年や２年だった

ら行ってもいいとかですね。あるいはもちろん小児も少し勉強したいなんていう人間が

いるわけです。彼らは結局何の専門医もとれなくなってしまうので、本来は総合診療専

門医はそういうところのためにあるんですね。なので、田口さんに何度か相談させてい

ただいて、なかなか難しいことは難しいんですけども、いずれそういう人間が専門医を

とれるような方向があればなと思っていますし、我々総合診療医学会としても本来はそ

ういう人間を受けとめたいというのがあるんですね。だからその辺がうまくいければな
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と、なかなか当てはめるのが難しいんですけども。  

○古賀委員長  地域偏在をなくすための新専門医制度だと言いながら、なかなかそういう

自由さがないというところが、問題になっているのかなというような気もするんですけ

れども、先ほどもちょっと言いました診療科を乗り移るということは、今度の新専門医

制度で今のところできないわけですから、今おっしゃった救急を選んで、途中から総合

診療というのはなかなか難しいなと。そこに奨学金制度で救急を選ぶ、当初選ぶその人

たちがデューティーの間に専門医をどうやってとっていくかというのは、なかなかいろ

んなことが起きてくるのかなという気がするんですが、何かそれについてご意見はござ

いますでしょうか。  

  前回の委員会でたしか、新専門医制度に少しご意見、機構のほうへご意見をしたらと

いうような議事録にもちょっとあったような気もしたんですけども。  

○内藤委員 小児科と産婦人科は自由に行けるはずなので、そこは十分あると思うんです

ね。あと内科のところがやっぱり問題になってしまうので、そこをうまくへき地で内科

の勉強が、さっきの奥多摩病院じゃないんですけども、できるようなところをうまくつ

くっていけばいいのかなとは思うんですけど。それはちょっと来年以降のプログラムで、

我々のほうでも考えなきゃいけないのかなと思いますけど。  

○田口医療調整担当課長  総合診療は本当に悩ましいところがあるんですけども、救急を

選んでということで、例えば内科のところをそのまま認めてしまうと救急領域を、私ら

としてはやっぱり救急医になっていただいて、救急医療をやっていただく医師をふやし

たいということで、もともとつくった制度というところを考えますと、救急の領域を選

んだら極端な話、内科の専門医がとれてしまったということだと、本来の趣旨から外れ

てしまうというところがあって、内科というのがなかなか難しいところなのかなという

ふうには思っております。また今後も流れを見ながらこちらも検討は続けていきたいと

思うんですけども。  

  一方でへき地のほうですけれども、どの領域を選択している方でも、へき地勤務をす

ることはそのまま指定勤務をしているというふうにみなしますので、例えば救急のプロ

グラムに乗っていて、救急の専門医を３年間でとった方がおられたとします。４年目に

へき地医療もちょっとやってみたいんですけどということで、１年へき地へ行かれると

か、そういうのは全く問題がないということですので、そういうスイッチは。その後ま

た救急医療に戻っていただくというのは、キャリアの中でそういう選択をされるのは全

く問題ないという制度にはしておりますので、その意味ではへき地医療を経験するとい

うことはできるというふうになっております。  

○古賀委員長  ありがとうございました。  

  今後もいろいろ動きを見ながら、調整をしていかなくてはならない部分があるとは思

うんですが、例外をたくさんつくってしまうと、これもまた問題だということで、少し

様子を見ながら検討を続けていくということで、よろしゅうございますでしょうか。  
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  では、続きまして報告事項、一般貸与奨学金についてということでご説明をお願いし

たいと思います。  

○松原医療人材課長 資料８をごらんください。昨年度こちらの運営委員会でご了解いた

だきましたとおり、一般貸与につきましては、この特別貸与奨学金の制度ができた当時

に、医師確保の緊急的な措置というために開始されたものでございまして、先ほどもご

報告いたしましたとおり、この２９年度から特別貸与奨学金制度の被貸与者が初期臨床

研修を終わりまして、指定の領域で医師としての従事が開始されました。そういうこと

で、この一般貸与奨学金の役割は十分に果たしたということで、平成２９年度の新規募

集をもちまして、新規募集のほうを終了とさせていただいたところでございます。  

  この内容につきまして、来年度の事業を期待されている学生さんがいらっしゃったら

ということで、混乱を生じてはいけないということで、この都内１３医科大学に対しま

して、この資料８のとおり周知を行いました。  

  ということで、以上ご報告でございます。  

○古賀委員長  ありがとうございました。  

  既に周知も終わっているというところで、特にご意見等はございませんですかね。  

  では、続きまして報告事項、東京都の地域医療支援ドクター事業について、よろしく

お願いします。  

○田口医療調整担当課長  資料９をごらんください。支援ドクター事業についてですけれ

ども、左側に事業概要がありますが、地域の医療体制を確保するために、地域医療の支

援に意欲を持つ医師経験５年以上の医師を、都職員として採用して、多摩、島しょの医

師不足が深刻な地域の公立病院等に一定期間派遣するという事業で、３０年度で実施か

ら１０年目ということになります。  

  募集診療科等は当初から変わっておらず、小児、周産期、救急、へき地の医療分野と

しております。ここで救急なんですけども、先ほどの奨学金の救急とちょっと違うとこ

ろが、地域の医療機関でいわゆる救急患者を診ていただくというのが、特に公立の医療

機関というのを想定してますので、救急科以外もあり得るということで、内科とか外科

で勤務していただいても、当直のときには二次救急をやっていただくということで、こ

れを救急分野というふうに認めているというところが、奨学金事業とちょっと違うとこ

ろになります。  

  この地域医療支援ドクターに採用されますと、資料左の一番下にありますが、採用後

１年間の都内の公立医療機関への支援勤務、いわゆる派遣になりますけども、行ってい

ただきますと、その後都立病院等で自己の希望する診療科での専門研修を２年間行うこ

とができる。給与体系は都の常勤医師に準じますが、公立病院等への派遣期間中は通常

の勤務に加えて採用６年目までは、支援勤務１日につき１万円という派遣手当、インセ

ンティブの手当になりますけども、派遣手当も支給されます。  

  以上が事業概要になりますけども、次に３０年度の派遣計画ということなんですけど
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も、資料の右側になります。１の平成３０年度医師派遣希望の状況ですけれども、２９

年８月の時点での調査で、１１医療機関から２９名という派遣の要望がありました。内

訳は小児、産婦人科がそれぞれ４名、救急科が３名、総合診療科が５名、そのほか内科

外科系等の１３名となっております。  

  続きまして、２の３０年度の募集応募状況ですけども、６から７月にかけて募集を行

いまして、応募者４名に対しまして採用選考を行った結果、３名が採用となっておりま

す。この３名ですけれども、２名が他県の病院勤務からの採用、１名が今年度で自治医

科大学の義務を終了する予定の医師ということになっております。新規採用の３名を加

えまして、３０年度の支援ドクターの在籍数は合計１１名となる予定です。  

  実際の派遣計画ですけれども、公立病院等からの派遣の要望と支援ドクターの専門性、

研修計画などを考慮した結果、４にありますとおり、町田市民病院の小児科に１名、整

形外科に１名、公立昭和病院の救急科に１名、青梅市立総合病院の救急科に１名、国保

奥多摩病院に１名、国保檜原村診療所に１名の計６名の派遣としたいというふうに考え

ております。  

  なお、２９名の派遣希望のうち、この中に島しょ・へき地などの医療機関から合計７

名の要望があったんですけども、２９名のうち７名はへき地からということなんですけ

ども、そのうちに５名につきましては自治医科大学の卒業医などで別途確保しており、

この支援ドクターの２名と合わせて、へき地からの要望には結果的には全て答えている

ということになります。  

  派遣対象でない５名につきましては、本人の希望に応じて都立病院におきまして、専

門研修ということになります。支援ドクターについては以上になります。  

○古賀委員長  ありがとうございました。  

  これは２１年度からですから、そろそろ１０年近くなってきたというところで、大分

動きも出てきているようですが、いかがでしょうか。ご意見、ご質問はございますでし

ょうか。  

  この応募者４名だったけれども、内定者が３名という、残りの１名は残念ながら本人

のほうからの辞退ですか。  

○田口医療調整担当課長  いや、本人ではなくて、選考の結果ということです。  

○古賀委員長  選考の結果ですか。ありがとうございます。  

  個人的な意見を言っていいのかどうかですけども、非常にいい制度だと思って、私も

いろんなところで宣伝をして、へき地医療に貢献していただければと思っております。

ぜひこのまま続けて、もっともっとＰＲしないと。  

  どうぞ、お願いします。  

○清水委員 今、田口先生からご紹介がありましたように、来年度１名派遣をしていただ

くということで、以前からも派遣をいただいておりまして、非常に助かっております。

町として、数少ない医師のうちの一人ということで、今後もぜひよろしくお願いします。
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この場をおかりしまして、お礼申し上げます。ありがとうございました。  

○橋本副委員長 ６年終わった方々、何人かいらっしゃると思うんですけど、その後にも

う東京都から外れるという話になりますよね。そのまま例えばへき地ならへき地で、勤

務されている方とかいらっしゃるんですか。  

○田口医療調整担当課長  実際はそのままへき地に残られたという方は、今も残られてい

る方が１名ですね。奥多摩病院のほうにいらっしゃるんですけども、あとは多摩地域の

公立病院のほうにそのまま就職されたという方もいます。  

○成田医療改革推進担当部長 派遣先に就職してこの制度を卒業した方もいます。  

○橋本副委員長 そうですか。ということは、やはり東京都内のへき地というところでは、

この制度って物すごくいいのかなって。やはり住めば都で、すごくよさを感じてくれる

人は就職していただいたほうがいいのかな。そういう意味での一つきっかけになるのか。  

  それからこのドクターの派遣を依頼するわけですよね。各いろんな病院とか大学とか

に全部募集するんですか、これ。どういう形でプロモーションしてるんですか。支援ド

クターの話です。  

○田口医療調整担当課長  まず古賀先生のアカデミーのほうで、卒業生、ぜひいかがでし

ょうかというようなご案内はさせていただいているので、実はそこからの応募が一番多

い。今年度はそうではなかったんですけども。  

  あとは一般公募で都のホームページとか、ツイッターもやってました。ＳＮＳで一般

的にも募集もしている。あとは自治医科大学の卒業医師に案内をしてるというところで

す。  

○橋本副委員長 東京に１３も大学があるんだから、大学にもっと宣伝したらどうですか。

直接的に、だめですか。  

○古賀委員長  私もへき地医療協議会で、常々そのような話をしているところです。私も

母校のほうで宣伝したこともあるんですが、以前よりは随分広まってきているのではな

いかなと思っていますので、今後引き続きやっていければと思って、よろしくお願いし

たいと思います。  

  ほか、よろしいでしょうか。  

  それでは次の報告事項、平成３１年度の医師研修の応募定数ですね。臨床研修、初期

研修の募集定数についてのご報告をお願いします。  

○田口医療調整担当課長  Ａ４の資料１０の１／２をごらんください。ご存じのとおり、

平成２７年度の臨床研修医の募集から、各都道府県ごとの募集定員の上限、病院別の仮

定員数、その差である都道府県調整枠というのが国から示されるようになりました。  

  資料１０の１にありますとおり、募集定員は研修希望者、希望者といっても実質これ

は臨床研修は必ずということなので、ただ国のほうが希望者という言い方をしているん

ですけども、研修希望者の１．１倍まで段階的に縮小する方針で、平成３１年度につき

ましては、１．１２倍になるように設定されています。  
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  ３１年度の東京都の募集定員についてですけども、２のほうにありますとおり、国か

らは１，５３７名というのが上限として示されています。昨年度よりも６０名の増加と

なっております。かなりふえたんですけども、これは全国の医学部の定員増をして、地

域枠の学生が卒業するようになってきて、研修希望者の数がふえたということと、過去

３年間このルールで配分を行ってきた結果、採用実績のほうが向上したということなど

が影響して増加したと。国のほうの算出するに当たってのところで、過去実績も反映さ

れることになるので、そういうことで６０名の増加となってきたというふうに考えられ

ます。  

  また、病院別の仮定員数ですけれども、これは国が過去の受け入れ実績をもとに、医

師派遣実績なども加味して設定されることになっているんですけども、既に３０年度の

実績の出ているマッチ数などをもとにして、これはまだ出ていないんですけども、都の

ほうで推計したところ、１，３４６名ということになります。都の調整枠というのは、

試算になりますけれども、１，５３７名から仮定員数の合計という１，３４６名を差し

引いて、１９１名ということになります。この調整枠について、昨年度同様の考え方と

スケジュールで配分したいと考えております。  

  具体的な配分方法ですけれども、Ａ３の資料１０の２／２のほうをごらんください。

わかりにくくて非常に恐縮なんですけども、大まかに説明させていただきますと、昨年

度同様に少しでも病院の希望数に近づけるとともに、定員割れして捨ててしまう定員数

を少しでも減らすことができるようにするという観点から、過去の内定者数の実績に基

づく配分Ⅰというのをやった後に、マッチング対象外への配分というのが自治医大、防

衛医大というところがありますけども、それを加味した後の配分Ⅱというのがあります

が、配分Ⅱは配分Ⅰをした残りの数を、まだ希望数に達してない病院に対して、マッチ

ング率の高い順に配分するということで行います。  

  ルールの導入前の２６年度ですけども、これの定員数とマッチ数との差は１５８名で

した。割合としては８９パーセントということになります。このルールをもとに配分を

行った結果、定員数とマッチ数との差が年々縮小しまして、３０年度の定員数とマッチ

数との差は８０名。１５８名から８０名というふうになっております。定員に対するマ

ッチ数の割合は９４．６％まで向上しております。  

  ということで、おおむねこの配分方法は妥当なのではないかというふうに考えまして、

３１年度につきましても昨年度までと同様の配分方法で調整したいと考えております。  

  以上になります。  

○古賀委員長  ありがとうございました。  

  なかなか難しい数字のマジックなんですが、過去の実績を中心に、要するに与えられ

た数の無駄をできるだけ減らしてということがベースになっていると思います。何かご

質問はございますでしょうか。非常にわかりにくい、初めての方はわかりにくいところ

で恐縮ですが。一応今までやってきた配分の仕方で、今説明があったように無駄をする
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数が大分減ってきているということで、この配分方法がほぼ適正な配分方法であろうと

いうことで、それを踏襲しながら来年度もやっていこうというところでございます。よ

ろしいでしょうか。  

  これで各病院の初期研修医の数が決まるということで、私も幾つかの病院で聞くと、

研修医をもっと欲しいというような話を聞くんですが、やはりベースが少なくて急に倍

増するとか、そういったことは全く不可能な状況ですし、逆にたくさん募集しようと思

っても来てくれないというような病院では、数をやはり減らさざるを得ないというよう

なところもあると思いますので、そういったところから適切な配分方法でうまく回って

いるのではないかと思っておりますので、事務局は大変でしょうけれども、また引き続

きこの形でよろしくお願いします。  

  それでは、もう一つの報告事項、医師確保に係る調査について、説明をお願いいたし

ます。  

○松原医療人材課長 それでは、資料１１をごらんください。平成２９年度医師確保等に

係る調査ということで、まだこちらは取りまとめたばかりでして、速報値ということで

ございますけれども、ご説明をいたします。  

  調査の概要でございますが、左上のほうにありますけれども、本調査ですけれども、

地域医療支援センターの役割の一つとして、都内医療機関の医師確保等の状況の把握と

いうのがございますけれども、その取り組みの一環としまして、都の特性にあった医師

確保対策を推進するための基礎調査といたしまして、以前平成２６年度に行ったところ

ですが、これに引き続きまして行ったものでございます。  

  平成３０年１月に都内全病院６５１施設に対しまして、アンケート調査をお送りして

実施いたしました。回答施設数は３６０施設、回収率は５５．３％でございました。  

  右上のほうにございますけれども、回答病院の基本情報といたしましては、稼働病床

数別に見て、全病院の構成とほぼ同じような状況でございまして、おおよそ規模の偏り

がなくご回答をいただいたところです。なお、稼働病床数が２００床未満という中小病

院につきましては全体の６６．９％、２４１施設でございました。  

  病院全体の医師数ですけれども、常勤と非常勤、常勤換算を合わせてまして、現員医

師数等というところの（ａ）というところにございますが１万７，４５６．３人、うち

女性医師数が５，２２１．４人ということで、全体の２９．９％、約３割となっており

ました。  

  医師数を診療科別に見ますと、内科が１，４０２．０人と最も多く、次いで整形外科

が１，２０２．８人、麻酔科、小児科というようなことになっておりました。  

  女性医師の割合が多い診療科ですけれども、一番多かったのがこの表に載っていない

科なんですけれども、皮膚科で６８．６％、次に眼科が５５．０％というのがございま

して、その後にこちらの表にございます麻酔科の５１．４％、あるいは産科の５１．

４％、産婦人科の５０．９％、小児科の４８．９％というような状況でございました。  
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  左下に参りまして、医師の確保状況でございます。今年度の調査結果とその右のほう

に参考としまして、前回平成２６年度の調査結果もあわせて載せてございます。前回調

査は３年前ということでしたので、今回は３年前と比較した医師の確保状況を聞いたと

ころでございますけれども、よくなった、あるいは非常に困難になったというところま

で、５段階で診療科ごとに伺ったところです。今年度の全体平均は２．８５ということ

でございまして、それから下のほうにあります当直医の確保状況の平均は２．８３とい

うことでございました。  

  各科について見ますと、特に産科と産婦人科を合わせた形なんですけれども、医師の

確保状況が２．６９、当直医の確保状況が２．６６ということで、いずれも全体の平均

を下回るような状況でございまして、また３年前と比較して１あるいは２と回答した施

設の割合も高いというような状況がありました。  

  そのほかで見ますと、麻酔科の医師確保状況は２．７０、あるいは救急科で２．６４

と全体の平均を下回るようなところもございました。またここでは１と２、いずれも回

答した施設の割合が多く、医師確保が困難な状況というところがありました。  

  参考までに平成２６年度を見ますと、医師の確保状況の全体平均は２．９０というと

ころでございまして、あと当直医の確保のほうが２．８９となっておりましたけれども、

この段階では平成２６年度では１年前の平成２５年度と比較してどうかというような問

いでしたので、今回は３年前というところでしたので、１年前と比べて前回は余り変わ

らないのかなというところもあったかというふうに思っております。  

  また、後ほどご説明を差し上げるところですけれども、この３年間で勤務環境改善に

向けた取り組みですとか、新たな専門医制度の動きのほうも今回聞いたところですけれ

ども、こちらの結果につきましても詳しく検証していって、このような確保に関しても

経年変化を見ていく必要があるのではないかというふうに思ったところでございました。  

  右のほうに参りまして、３番の医師の勤務環境でございます。こちらは今申し上げた

とおり新たに聞いた設問でございます。１年前と比較して、時間外労働の状況について

お伺いしたところ、変わらないというところが８割近くではあったんですけれども、一

方で短くなったというご回答も１２．２％いただいたところです。時間外労働が短くな

った具体的な要因をお聞きしたところ、非常勤医師の増員が５０％、医師事務作業補助

者の導入が４５．５％、常勤医師の増員が４３．２％というようなご回答もいただきま

した。医師の勤務環境というのは今、非常に動いてるところではございますので、また

今後ともこのような形で経過を追えればなというふうに思っているところです。  

  右下の一番下で、新たな専門医制度についてというところでございます。先ほどお話

もありましたけれども、専門研修への参加の状況ですとか、それから専門医制度の開始

による影響をお聞きしたものです。  

  参加の状況は、参加しているが３６．１％、うち基幹施設であるというところが１５．

６％でございました。実際に都内全６５０病院のうちの基幹施設は８９病院ございます
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ので、割合としては１３．６％です。おおむね同様ということの結果になっております。  

  専門医制度開始によります影響でございますが、特段の影響はないというところも３

割、３３．３％でしたけれども、当院の医師確保が今と比べて困難というところも３１．

４％、それから専門医の質の向上に期待するというところが２２．２％ということがご

ざいました。  

  やはりこの専門医制度ということで、医師の確保に懸念を感じていらっしゃる医療機

関さんがある程度やっぱり多いのかなというのが、こちらの感想でございます。今回こ

の数字ですが、あくまでも速報値ということで、またこれから精査をしてまいるという

ような内容になっておりますけれども、今後でございますが、またこのような形でおお

むね３年ごとの定期的な調査がしていければというふうに、必要性を感じているところ

でございます。この調査結果につきまして、あるいはまた今後の調査につきましても、

ご意見がいただければというふうに思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。  

  簡単ですが、以上です。  

○古賀委員長  ありがとうございました。  

  確保対策に関連して現状がどういう状況になるのかという調査につながると思います。

働き方改革等、それから新専門医制度の導入が始まって、どう動いていくかというとこ

ろですが、診療科についてはマイナーな診療科が入ってないとか、いろんな問題はある

かと思いますが、この調査を集計する、あるいは評価するに当たって、何かご意見はご

ざいますでしょうか。  

○清水委員 ありがとうございます。現員医師数の調査があるんですけれども、年齢とか

その辺はとってないんですか。  

○松原医療人材課長 年齢はすみません、聞いていないです。  

○清水委員 例えば女性医師数の中の、産休、育休の医師数の数が育休中の医師数も含め

て少ないというのがあるので、その辺が若い先生とかいろいろ、ちょっとその辺が気に

なったものですからお聞きしました。  

○古賀委員長  私も先日、厚労省のデータでこの医師の数が出ていたのと比べて、もう少

し詳しい調査が必要かなと思っているのは、女性は二峰性なんですね。やはり３０、４

０代あたりが一旦パーセントが下がってということ。それから全体では女性のパーセン

トは出ておりますけども、やはり若い人ほどパーセントは高くて、高齢者になるほど女

性医師は減るとか、そういったデータも出ていますので、それから先ほどちょっと言っ

た診療科に女性医師がたくさんいるといっても、やはりマイナーな皮膚科とか眼科とか

が多いとか、その辺によってどういう診療科の医師を確保していくべきなのか、新専門

医制度も来年度は眼科に関しては、東京都ではかなり絞られたりしていますので、そう

いったようなところに使えるデータができるといいなというふうに思って、いただいた

資料を見ていたんですけど、ほかはいかがでしょうか。  
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  医師確保の状況ということで５段階評価になっていますが、これも常勤医師を対象に

しているんですかね。そこもちょっと、非常勤で、例えば今の女性の医師ですと非常勤

とか、短時間労働とか、そういう人は逆に確保しやすくなったというようなこともある

かもしれませんし、その辺がデータとして出ているのであれば、そういう集計もしてほ

しいし、あるいは今後するのであれば、もう少し細かなところが必要なのかなというよ

うな気はしますが。  

  ほかはいかがでしょうか。内藤先生あたり何か、集計のとり方、アンケートのとり方

でご意見はございますでしょうか。  

○内藤委員 これは都内の全病院ということは、いわゆる検診機関みたいなところで働い

ている人のデータは入ってないんですか。  

○古賀委員長  あくまでも病院ですね。  

○内藤委員 非常勤で、そういうところだけで働いている人もいるということですよね。

産業医だけやっている人とかというのは入ってこないということですよね。  

○古賀委員長  冨田委員、何か意見はございますか。大丈夫ですか。福島委員もよろしい

ですか。  

○橋本副委員長 科別の医師の数が右上の表ですけど、内科が減っていて、外科も減って

いる、整形とか小児科はふえている、産婦人科、産科、婦人科全部まぜると減っている

と。左下の表の確保状況を見ると３年前とあんまり変わっていない、これはどういう分

析をしたらいいんでしょうかね。つまり感覚的には病院の中では、あんまり３年前と変

わってないけど、この右上のデータを見ると、科別の人数というのは随分変化があるの

かというふうに思うんですけど、いかがでしょうか。  

  これだけで何って、なかなか言えないと思うんですけど。外科は恐らく外科をやらな

い病院もふえたのかなと、２００床以下の病院なんか特にそうかなと思うんですけどね。

内科の先生がこんなに減っちゃっていいのかなと、逆にちょっと心配になっちゃうんで

すけど、いかがでしょうか。  

○古賀委員長  なかなか難しいですね。外科の医者は厚労省の統計でも、ほとんど横ばい

から、むしろ一時減っているような状況です。産婦人科はむしろ少しふえてるんですね、

いいぐあいに。もっとふえているのが麻酔科なんですね。麻酔科は意外とふえているん

ですけれども、麻酔科医が足りなくて手術ができないというような病院がかなり多い、

その辺がどういう原因なのかもなかなか難しいというようなところで、右上のデータは

ある程度正しい数字をあらわしているのかなと思っています。先ほどの地域医療支援ド

クターのところでも、小児科、周産期とありましたけども、小児科は少しずつふえてき

ているというような状況ですので、こんな状況なのか。  

  そこの確保状況というところで、診療科別にいうと科によって随分確保が厳しいとい

うようなところが出てくるんだと思うんですけど。  

○田口医療調整担当課長 この調査で回収率が５５％ということなんですけども、前回の
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調査と同じ病院が回答したとは限らないというところがありまして、病床規模別には実

はほとんど分布に変わりがなかったので、規模別には変わらないということで、ある程

度比較の意味は当然あるというデータになっているなというふうには思うんですけども、

個別の病院さんで見ますと、前回回答していなかった方が回答しているとかいうことが

あるので。  

  それと人数につきましては、先ほど年齢分布のお話もあったんですけども、病院さん

のほうにお聞きしていて、例えば医師が何十人もいる病院に、何歳代の女性医師が何人

いるかという調査が非常にしにくいものなんですね。出してもらいにくいもので、実は

そちらとか、科ごととかいうところの人数的なものは、三師調査、医師・歯科医師・薬

剤師調査、２年ごとにやっております。そちらのほうのデータとあわせて集計、分析す

る必要があるかなと思います。この調査につきましては、どちらかというと確保状況の

だんだん困難になっている、去年よりも困難さが増しているというような困難度合いと

いうか、困難感を実感として病院のほうにお聞きしたいということがメーンのテーマで

やっている調査ですので、人数の実数的なものにつきましては、回答している病院も変

わっているかもしれないとか、病院さんの負担もあるというところの中で、三師調査の

ほうとあわせて、また分析をさせていただきたいなというふうに思います。  

○橋本副委員長 そうすると、多分内科の先生はそんなに必要なくなったんだと思うんで

すよね。結果としてこんなに要らないから、こういうふうになったという感じかなと思

います。  

○古賀委員長  ということで、無理を言ったかもしれませんけれども、今説明があったよ

うに今後分析を行いながら、医師の確保の困難さはどうなのかというようなところのデ

ータが出てくると思いますので、引き続きよろしくお願いしたいと思います。  

  それでは、報告事項は一応終わりです。その他という項目がありますが、事務局のほ

うで何かその他はありますか。  

○土屋課長代理 参考資料１と２ということで、国の動きについて、皆さんご存じのとこ

ろもあるかと思いますけれども、情報提供ということでさせていただきたいと思います。  

  厚生労働省で昨年９月以降に開催されてきました、医療従事者への需給に関する検討

会、医師需給分科会におきまして、昨年１２月に第２次中間取りまとめとしてまとめら

れまして、それに基づいて現在、医療法、医師法の改正に向けて、通常国会で審議が行

われているところです。医師需給分科会の第２次中間取りまとめの概要につきましては、

基本的な考え方としまして、（２）番に都道府県が主体的・実効的に医師偏在対策を講

じることができる体制の整備が必要であるとされまして、その考えに基づいて具体的な

医師偏在対策として、（１）からありますような取り組みを都道府県で行っていくよう

な形になってございます。  

  地域医療支援センターにつきましては、（１）の③に地域医療支援事務の実効性を強

化するための見直しを行うべきということで、医師奨学金の被貸与者が年々増加してい
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るというところがございますので、その方々に地域で活躍してもらえるような充実した

支援が必要だというような議論になってございました。  

  参考資料２につきましては、こちら現在審議が行われております医療法、医師法の一

部を改正する法律案の概要でございます。都道府県の権限強化ということで、医療計画

の策定ですとか、臨床研修病院の指定権限、定員枠の決定権限を国から移していくこと

などが盛り込まれております。  

  地域医療支援事務の見直しとしては、改正の概要２番に書かれているようなところで

す。こちらについては、今後詳細がわかりましたら、またご相談することもあろうかと

思いますけれども、その際はよろしくお願いしたいと存じます。  

  以上で説明を終わります。  

○古賀委員長  ありがとうございました。  

  医師需給分科会、厚労省で行われておりますが、医師の偏在の解消に向けてというこ

とでの国の動きの情報提供ということでございます。法改正が行われるということで、

この地域医療支援センターの役割がますます重要、強化されなくてはならないというこ

とになりますので、この委員会もますます必要性が高くなってくるということになりま

す。皆様のお力添えをいただかないとやっていけないというようなことになると思うの

で、私からもよろしくお願いしたいと思いますが、この国の今の報告について、何か追

加等はございますでしょうか。  

○橋本副委員長 医師需給分科会の１ページ目で教えていただきたいんですけど、具体的

な医師偏在対策（２）、右側の四角、①医学部のところなんですけど、医師が少ない都

道府県の知事が、管内の大学に対し、入学枠に地元出身者枠の設定・増員を要請するこ

とができる制度というのは、例えば何とか県の知事さんが、そこにある、管内の大学っ

て例えば１県１医大だとそこの大学に対して、もっと地元出身者枠を増員しろというこ

とが命令できるということですね。要請ですか。それはわかるんですが、その下です。  

  医師が少ない都道府県において、医師が多い都道府県の大学、つまりこれは他県です

よね。他県の医学部に地域枠、地域枠というのは少ない都道府県の枠をつくってくださ

いということですか。  

○田口医療調整担当課長  そうです。ある医師の少ない県が、例えば東京の。  

○橋本副委員長 東京なんて要求されそうな気がするんですけど。  

○田口医療調整担当課長  東京の大学の医学部の定員内に、その県の入学枠を設けるとい

う。  

○成田医療改革推進担当部長 順天堂大学ではやっていますよね。  

○内藤委員 既に新潟とか。埼玉とか。  

○橋本副委員長 やってらっしゃるんですか。なるほど。わかりました。  

  ということは、その枠の先生方は、例えば順天堂大学で研修されないで、地元に帰っ

たりされるんですか。  
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○内藤委員 そうですね、新潟は、うちは何もないので、地元に帰ってやっている状態で

す。静岡とか千葉は附属病院があるので、そちらで絡めてやっています。  

○橋本副委員長 わかりました。ありがとうございます。  

○古賀委員長  あの手この手で地域偏在をなくそうというふうに努力をしているんですが、

うまく回ってくれることを期待して、いろいろ東京都でも考えていくということになり

ますでしょうね。  

  ほかはよろしいでしょうか。とにかく法規制ができてくるということで、都道府県の

役割も非常に重大になってくる、それを動かす委員会、協議会等も重要な役割になって

くるというようなところでございます。  

  ほかは事務局からはございませんか。大丈夫ですかね。  

  それではこれで、以上の議事が終了になります。拙い進行でしたが、何とか無事に進

みました。ご協力ありがとうございました。  

  最後に事務局、何か連絡事項はありますでしょうか。  

○松原医療人材課長 どうもありがとうございました。本日の資料でございますが、ご郵

送をご希望される場合には、その場に置いていっていただいて、お申しつけいただけれ

ばと思います。途中で申し上げた資料ですが、病院名の書いてある、そちらにつきまし

ては申しわけありませんが、机上に残してお帰りいただければと思います。  

  次回ですけれども、また改めまして年度に入りまして、スケジュールを調整させてい

ただきますので、どうぞよろしくお願いいたします。  

  地下駐車場をご利用の方がいらっしゃいましたら、駐車券がございますので事務局ま

でお申しつけください。  

  以上でございます。  

○古賀委員長 本日は活発な議論、ありがとうございました。また引き続き先生方にはご

苦労をかけると思いますが、よろしくお願いしたいと思います。  

  それでは、平成２９年度の東京都地域医療支援センター運営委員会を終了させていた

だきます。ありがとうございました。  

（午後 ７時０８分 閉会）  

 


